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それを受けて、GIS を用いて地域ごとに表現する QOL 評価システムを用いて、都市の

コンパクト化政策が流域圏にもたらす QOL の変化のトレード・オフを、統合的流域圏評

価モデルを用いて検討した。 

  QOL 評価システムを用いて、東京湾流域におけるコンパクト化に伴う QOL の定量的

評価を行った。QOL評価指標間の重み付けに関しては、国民選好度調査の結果を用いて算

定を行った。尚，本研究においては特性に応じて表 3.4.7の 6つのエリアに分類した。 
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図 地域共生型社会(SDシナリオ)でコンパクト化(多極分散型，1990年までの住宅ストック

更新)を行った場合の人口と ES提供用地の分布(例) 



 247

 

 

a）施策介入による QOL の変化 

全ての施策介入において、全

域における QOL の変化をみると、

同じような結果を示した。ここ

では整備方針 1の施策介入を行

った場合の結果を図 3.4.13 に

示す。安全性は、コンパクト化

を行うことによって、大きく低

下している。これは、コンパク

ト化することによって人口密度

が増大し、交通安全性や犯罪件

数などの項目が低下するためで

あると考えられる。また、安心・

利便性は大きく上昇している。

快適性の低下は、コンパクト化によるオープンスペース率の低下や一世帯当たりの敷地面

積の低下によるものと考えられる。全体としては一極に集中するよりも多極に分散した場

合に、効果がより高くなる傾向が見られた。 

 

 

図 3.4.13 施策介入による QOL 算定結果 
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表 3.4.7 地域別の整備方針 QOL 評価指標の設定とねらい 
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b）地域別の QOL 結果 

 各ブロックの QOL の変化をみると、東京区部やさいたま市などの都心部において QOL

が他地域より高いことがわかる。これは、都心部におけるビジネス・雇用機会、安心、利

便性などの向上が、快適性や安全性の低下よりも大きいためであると考えられる。また、

SD シナリオにおいては、地方部で QOL の向上が見られ、DE シナリオにおいては、全地域で

QOL が低下している。前者においては、都心部よりも地方部で人口が増加していること、

後者においては、全地域で人口が減少していることが原因として考えられる。 

本来、QOLは全てのシナリオ、全ての地域において、その次元がバランスよく上昇する

ことが望ましい。従って、各地域の QOL 向上にむけた地域の整備方針を示すための検討

を行う必要がある。TD シナリオにおいては、安心、利便性が全域で高まる一方、安全性

や快適性の低下を最も抑えることができる一極集中形態（Ａ1 形態）との組み合わせが妥

当であると考えられる。また、DE シナリオにおいては、安全性、快適性が高まる中で、

安心や利便性を高めることができる多極分散形態（Ｃ形態）との組み合わせが妥当である

と考えられる。そして、BAU、SD シナリオにおいては、全ての項目におけるバランスを

重視した少極集中形態（Ａ形態）との組み合わせが妥当であると考えられる。 

(4)東京湾流域における ES 提供用地の地下水涵養施策の効果 

東京湾流域圏(関東圏)のエコシステムサービス提供用地(以下 ES 用地)の地下水涵養機

能を高める施策を導入した際について、NICE モデルを用いたシミュレーション予測を行う。 
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地下水涵養機能を高めるために、ES 用地へ積極的に浸透施設(浸透マス・浸透トレンチ・

透水性舗装)を導入する施策を採用する。ES 用地の適用方法として街区更新型(低層)・街

区更新型(高層)・農地生産緑地型・公園緑地型の４パターンが考えられ、本研究では公園

緑地型を提供した場合のシミュレーション予測結果を紹介する。シナリオを適用した場合

の各メッシュ(1km メッシュ)ごとの土地利用の面積割合に応じた実質浸透率を計算し(「各

土地利用の浸透率」×「その土地利用での浸透率」の積算)、その値を用いて NICE モデル

でシミュレーションを行った。その結果、各シナリオ毎の ES 用地の面積割合は図 3.4.15、

地下水変化量は図 3.4.16 となる．SD 及び BAU シナリオともに群馬県(前橋市・高崎市)、

茨城県(つくば市・土浦市)、千葉県(東京湾岸)などへ ES 用地が高い割合で提供されており、

NICE モデルでのシミュレーション結果ではこれらの地域で涵養量(＝浸透率)が増加する

ために両シナリオともに現状から地下水位が大きく上昇することになる(群馬では BAU シ

ナリオよりも SD シナリオの方が地下水位が大きく上昇する)。1970 年代後半以降の地下水

過剰汲み上げのために地盤沈下が深刻な北関東地域(栃木・群馬・茨城・埼玉・千葉県境)

においても、シナリオ適用によって地下水涵養量が増加して地下水位が回復する方向に働

く。 

 

 

図 3.4.16 シナリオによる ES 用地の分布（面積割合） 
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図 3.4.17 地下水涵養施策による地下水位変動のシナリオ毎の比較 

 

３．４．６ おわりに 

都市を流域圏の構成要素と認識し、都市と自然との水循環・物質循環の秩序ある健全な

有機的関係を樹立させながら自然共生型都市の形成を目指して社会環境基盤を再生・修復

していく必要がある。特に水・物質循環は流域圏における都市や自然生態系が成立し変貌

する場合の主要因子となっていることから、人間が流域圏で自然の水循環の恩恵を最大限

享受できるように都市とその後背地としての自然流域との秩序ある境界構築等を図りなが

ら自然・社会環境基盤を再生・修復していく必要がある。ここでは科学的知見の取得・体

系化並びに技術・システムの開発を受けて、霞ヶ浦流域、琵琶湖・淀川流域、中川、東京

湾流域にそれぞれ適用した。それぞれの実践を通してシナリオ誘導型の自然共生流域圏の

研究手法の有効性を示すと共に、持続可能な流域圏の形成に向けた社会環境基盤の再生・

修復技術・政策の評価が可能となった。 
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